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１．はじめに 
 
  1990 年代以降、企業の新規開業が低迷し、開業率が廃業率を下回る事態が続いている。  
このような新規開業の低迷により経済活力の低下が懸念され、公的な開業支援措置がさま
ざまに行われているが、未だに十分な成果を挙げているとは言い難い。最近の日本の開業







  地域による開業率の差は非常に大きく、1996-99 年の３年間における日本全国の事業所














3。 具体的には、 総務省 「事
業所・企業統計調査」 、 「国勢調査」 、 経済産業省 「工業統計調査」 等の集計データを用いて、
                                                 
1  この数字は、本稿の分析で使用する、総務省「平成 11 年事業所・企業統計調査」から算
出したものである。開業率の定義は、本稿の分析と同じく、３年間に新たに開設された事
業所の数を、期首（1996 年）における事業所数で除したものである。 
2  アメリカやドイツの主要な研究は、全国を 300 から 400 の地域経済圏に分けて分析を行
っている。例えば Nerlinger (1998)などドイツの最近の研究（マンハイム・グループ）は、
旧西ドイツ（11 州）を市・郡を単位として 327 地域に区分している。 
3  県内経済圏の区分は、後述するように、総務省統計局「全国物価統計調査報告」の区分
に基づいている。 これは、 各都道府県を平均で４つの経済圏に区分しており、 全国では 185




















す指標は開業にプラスの影響を及ぼすという点で見解が一致している（Dennis and Phillips 
[1990], Moyes and Westhead [1990], Yamawaki [1991], Audretsch and Fritsch [1994], Davidsson 
et al. [1994], Guesnier [1994], Keeble and Walker [1994], Reynolds [1994], Reynolds et al. [1994], 
Reynolds et al. [1995], 中小企業庁編 [2002], [2003], Armington and Acs [2002], Acs and 
Armington [2004]） 。また、需要の水準（人口規模、所得水準等）も新規開業を促進するこ
とが、 実証的に裏付けられている （Papke [1991], Davidsson et al. [1994], Reynolds et al. [1995], 




率が低いことが指摘されている（Ashcroft et al. [1991], Gerlach and Wagner [1994], Santarelli 
and Piergiovanni [1995], Audretsch and Vivarelli [1996],  小林 [2004]）
4。一方、地価ないし家
                                                 
4  ドイツにおけるいくつかの研究は、逆に賃金水準と開業率の間に正の関係があることを
示している（Fritsch [1992], Berger and Nerlinger [1997], Neringer [1998]） 。その理由として、
賃金水準が地域の所得水準および人的資本の水準と関連していることが挙げられる。   4
賃と開業率の関連については、Keeble and Walker (1994)と Reynolds (1994)が家賃と開業率
の間に正の関係を見出している一方
5、Papke (1991)は（時系列の効果ではあるが）地価水
準が開業率に負の影響を及ぼすことを検証した。 日本については、 経済企画庁編 (1996)が、








関連、 および若年層、 老年層の人口比率と開業率の負の関連が指摘されている。 すなわち、
キャリア形成の途上にある成人が多く存在する地域では開業率が高まる（Reynolds et al. 
[1995], Storey [1994], Egeln et al. [1997], Steil [1999]）一方、高齢者人口比率が高さは開業率
を押し下げる方向に作用し（Bull and Winter [1991]） 、若年労働力人口の増加は自営業比率
を引き下げる（Evans and Leighton [1989]）という結果が示されている。しかし日本につい
ては、壮年人口比率の高さが開業率を引き下げる一方、若年人口比率の高さは開業率を引
き上げるという分析結果が示されている（小林 [2004]） 。 
  地域の住民ないし就業者の質的な構成は、人的資本の視点から、近年大いに注目を集め
る要因である。 多くの研究で、 開業率は熟練労働者の比率が高いほど （Audretsch and Fritsch 
[1994], Fotopoulos and Spence [1999]） 、大卒者の比率が高いほど（Guesnier [1994], Armington 
and Acs [2002], Acs and Armington [2004]） 、専門職や管理職の従事者の比率が高いほど




る（Berger and Nerlinger [1997], Felder et al. [1997], Nerlinger [1998], Steil [1999]） 。 
  雇用情勢ないし失業率の影響については、一方では失業率の高さが自ら雇用機会の確保
を目指す動きに結びつき、 開業率を向上させる要因となっているという見解がある （Evans 
and Leighton [1990]; Hudson [1987], Parker [1996], Storey [1991];  中小企業庁編 [2002]） 。他 方 、
失業率の高さは地域経済活力の停滞を反映しており、新規開業の抑制要因となっていると





7  Egeln et al. (1993)  のように、職業訓練も大卒者比率も開業率に負の影響を持つという結
果を出したのは、むしろ例外である。   5
いう分析結果も示されている（Carree et al. [2002], Reynolds et al. [1995], Nerlinger [1998], 




ことを明らかにしている（Blau [1987], Illeris [1986], Keeble and Walker [1994], Parker [1996], 
Yamawaki [1991]） 。ここで注目されるのは、資金調達に際しての担保や生活のセーフティ
ネットとなる持ち家比率と新規開業との関係である。これについては、欧米と日本では異
なる傾向が示されている。 欧米では、 Whittington (1984), Moyes and Westhead (1990), Ashcroft 
et al. (1991), Guesnier (1994)  が示すように、 持ち家比率が新規開業に対してプラスに影響す
る一方、日本に関しては小林 (2004) が、持ち家比率の負の影響を明らかにしている。 
  第５の産業集積・構造要因について、多くの先行研究は、人口規模や人口密度、事業所
密度などに示される集積のメリットが新規開業に対してプラスに影響することを明らかに
している（Papke [1991], Audretsch and Fritsch [1994], Davidsson et al. [1994], Guesnier [1994], 
Keeble and Walker [1994], Reynolds et al. [1994],  吉村  [2000], Armington and Acs [2002],  中小
企業庁編  [2002], Acs and Armington [2004],  小林 [2004]、中村・江島 [2004]） 。また、地域
の産業構造が開業に及ぼす影響に関しては、製造業比率の低下、サービス業比率の上昇は
新規開業にプラスの影響を及ぼす（Evans and Leighton [1989], Reynolds et al. [1995], Egeln et 
al. [1997]）という点で、概ね同一の見解が示されている。成熟産業を基幹産業とする地域
では新規開業活動が不活発であるという結果も報告されている（Braunerhjelm and Carlsson 




開業率が高いという傾向を明らかにしている（Moyes and Westhead [1990], Ashcroft et al. 
[1991], Fritsch [1992], Audretsch and Fritsch [1994], Gerlach and Wagner [1994], Guesnier [1994], 
Hart and Gudgin [1994], Keeble and Walker [1994], Reynolds [1994], Santarelli and Piergiovanni 
[1995], Audretsch and Vivarelli [1996], Egeln et al. [1997], Nerlinger [1998], Fotopoulos and 
Spence [1999], Steil [1999], Armington and Acs [2002], Acs and Armington [2004]、中村・江島 
[2004]） 。交通アクセスを考慮しているのはドイツの研究のみであるが、特に先端技術・ハ
イテク産業において特急列車や高速道路へのアクセスが良い地域で開業率が高いことが検
証されている（Berger and Nerlinger [1997], Felder et al. [1997], Nerlinger [1998], Steil [1999]） 。
公共部門の役割に関する研究は税率に集中しており、営業税等の地域別の違いが開業率に
及ぼす影響が分析されている（Papke [1991], Bania et al. [1993], Egeln et al. [1993], Gerlach 
and Wagner [1994], Berger and Nerlinger [1997], Steil [1999], Gentry and Hubbard [2000]） 。その  6
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12。開業の立地には労働コストの低い地域が選ばれるという考えに従って（Ashcroft et al. 
[1991]、Gerlach and Wagner [1994]、Santarelli and Piergiovanni [1995]、Audretsch and Vivarelli 
[1996]、 小林 [2004]） 、 ここでは賃金水準が開業率にマイナスの影響を与えると予想する
13。 





13  ただし、前節で紹介したように、平均賃金の高い地域のほうが開業率は有意に高いとい  8
 









がそれぞれの仮説を支持しているため（中小企業庁編 [2002]、小林 [2004]） 、ここでは両
方を提示する。 
 
仮説３a：開業率は、失業率が高い地域ほど高い（UNEMPL +） 。 






14。欧米の先行研究に倣って（Guesnier [1994]、Hart and 














15  もっとも、 最近の日本のデータによれば、 創業希望者の中には高学歴者が比較的多いが、
実際の創業者に占める高学歴者の比率は創業を志向しない者と変わらない（中小企業庁編 
[2002]） 。   9
企業庁編 [2002]） 。しかし、開業時における良質な人材の調達や、開業に対する専門的な
支援活動の可能性を含めて、本稿では高度な人的資本が相対的に多い地域で開業が促進さ




    率が高い地域ほど高い（UNIV +, EXPERT +） 。 
 
  資金調達に関する地域特性を計測することは容易ではないが、先行研究を参考にして




仮説５：開業率は、持ち家比率の高い地域ほど高い（MYHOME +） 。 
 




では開業率が低いという傾向を多くの先行研究が指摘しているため（Evans and Leighton 
[1989]、Reynolds et al.  [1995]、Egeln et al. [1997]） 、ここでも製造業の比重が開業率に対し
てマイナスに影響すると予想する。 
 
仮説６：開業率は、事業所が集積している地域ほど高い（DENS +） 。 









仮説８：開業率は、事業所の平均規模が小さい地域ほど高い（AVESIZE -） 。 
   10




県内経済圏の人口に占める比率を用いる（SHINK および HIWAY） 。なお、両変数の相関関
係を考慮して、分析においては両者を代替的に用いる。 
 
仮説９：開業率は、交通アクセスの良好な地域ほど高い（SHINK +、HIWAY +） 。 
 










仮説 10a：開業率は公共部門の比重が高い地域ほど高い（PUBEXP +、CIVSERV +） 。 




  表１に、各変数のデータソースを示す。被説明変数である 1996-99 年の開業率（全産業
の民営事業所の増加率）は、総務省「平成 11 年事業所・企業統計調査」の市町村別集計デ





CD-ROM  」2004 年 4 月版から採ったが、原出所は総務省「国勢調査」 、総務省「事業所・
企業統計調査」 、経済産業省「工業統計表」等の官庁統計の市町村別集計データである。こ
のデータベースは、 過去の統計データを 2004 年４月時点の市区町村の区分に合わせて集計
し、提供している。説明変数のデータは原則として被説明変数の期首（1996 年）あるいは  11
その直前の調査時点のものを採用しているが、データの制約により、一部の変数について
は期間中のデータを用いた。 
  本稿の分析の単位は日本全国に 2004 年４月時点で存在する 3,123 の市区町村と、 それら
を統合した 185 の県内経済圏である。 市区町村のサンプルに含まれる区は東京都の 23 区の
みであり、政令指定都市の区はすべて都市レベルに集計されている。県内経済圏は総務省
統計局「2002 年全国物価統計調査報告」の地域区分に従って設定された。これは各都道府





は旧西ドイツの11 州を市 ・ 郡を単位とする 300 以上の地域に区分している （Nerlinger [1998]
















  ところで、説明変数を取り出した「地域経済データ」が 2004 年４月時点の市区町村の区
分に従っているのに対し、 被説明変数のデータソースである 「平成 11 年事業所・企業統計」
は 1999 年７月時点の市区町村の区分を用いている。 1999 年７月から 2004 年４月までに市
町村の合併が 53 件あったが、本稿は 2004 年４月現在の市区町村を分析対象とし、合併し
                                                 
16  このような大都市圏の範囲についての法律的・学術的な規定は存在しないので、ここで
の定義は恣意的なものであるが、首都圏や京阪神圏の市場の範囲として適切であると考え




  市区町村サンプルと県内経済圏サンプルの基本統計量を表２に示す。まず、1996-99 年
の３年間における全産業の民営事業所の粗開業率の平均値（および中央値）は、市区町村
サンプルで 8.2%（7.5%） 、県内経済圏サンプルで 9.8%（9.5%）である。粗開業率の最大値




  この表にはないが、開業数の最大値は市区町村サンプルでは 32,462 件（大阪市） 、県内












17。 すなわち、 地域の事業所開業率に対して、 人口増加率、 失業率 （UNEMPL） 、
大卒者比率（UNIV） 、専門的・技術的職業従事者比率（EXPERT） 、事業所密度（DENS） 、
事業所平均規模（AVESIZE） 、新幹線ダミー（SHINK）および高速道路ダミー（HIWAY）
は有意な正の効果を持ち、 平均賃金 （WAGE） 、 持家比率 （MYHOME） 、 製造業比率 （MRATIO） 、
住民 100 人あたりの地方公務員数（CIVSERV）は有意な負の効果を持つ。以上の結果は仮
説１，２，３a、４，６、７、９、10b を支持するが、仮説３b、５、８、10a を支持しない。 




                                                 
17  この変数の影響はすべての分析において有意でなく、紙幅の都合により表３および表４
に示されていない。   13
HIWAY と CIVSERV の係数は有意ではなくなる。 OLS 分析における自由度調整済み決定係





















  自由度調整済み決定係数は約 0.79、F 値も約 69 と高いので、このモデルは十分な説明力
を持つと言える。 通常の最小二乗法 （OLS） で行った分析の結果も、 加重最小二乗法 （WLS）
による分析結果と基本的に同じ傾向を示すが、いくつかの変数の係数値とその有意水準が
低下する一方、持ち家比率と製造業比率の係数値とその有意水準は高くなり、すべてのモ














































































































Acs, Z. J. and Armington, C. (2004), The impact of geographical differences in human capital on   
                                                 
18  中小企業庁編（2003、88 ページ）によれば、1999 年から 2001 年までの年平均事業所開
業率は非一次産業全体では 3.8%であるが、 製造業で 1.6%、 卸売業で 3.1%、 小売業で 3.9%、 
飲食店で 6.9%、運輸・通信業で 4.6%、サービス業で 4.0%というように、業種間で大きく
異なる。   17
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変数 平均値 中央値 標準偏差 最小値 最大値 観測数
STARTR 0.082 0.075 0.052 0.000 0.628 3,123
GRPOP -0.005 -0.014 0.064 -0.253 0.592 3,123
WAGE 3,467 3,346 1,069 190 9,890 3,038
UNEMPL 0.033 0.030 0.016 0.000 0.178 3,123
UNIV 0.076 0.065 0.044 0.011 0.335 3,122
EXPERT 0.099 0.096 0.029 0.031 0.253 3,123
MYHOME 0.799 0.836 0.135 0.127 0.998 3,123
DENS 39.0 9.5 160.2 0.2 4,403.6 3,123
MRATIO 0.121 0.102 0.076 0.000 0.660 3,123
AVESIZE 7.7 7.3 2.2 2.0 26.1 3,123
SHINK 0.023 0.000 0.151 0.000 1.000 3,123
HIWAY 0.210 0.000 0.407 0.000 1.000 3,123
PUBEXP 6.312 6.202 0.537 5.382 8.966 3,123
CIVSERV 1.660 1.369 1.051 0.108 22.571 3,123
B. 県内経済圏サンプル
変数 平均値 中央値 標準偏差 最小値 最大値 観測数
STARTR 0.098 0.095 0.024 0.040 0.189 185
GRPOP 0.007 0.007 0.031 -0.079 0.096 185
WAGE 3,995 3,936 870 2,093 6,417 185
UNEMPL 0.038 0.038 0.012 0.018 0.111 185
UNIV 0.103 0.097 0.042 0.042 0.264 185
EXPERT 0.116 0.112 0.018 0.080 0.187 185
MYHOME 0.698 0.718 0.107 0.378 0.904 185
DENS 54.7 14.3 180.9 1.9 1,884 185
MRATIO 0.110 0.097 0.050 0.039 0.306 185
AVESIZE 8.3 8.3 1.5 5.3 15.0 185
SHINK 0.113 0.000 0.231 0.000 1.000 185
HIWAY 0.457 0.502 0.306 0.000 1.000 185
PUBEXP 6.091 6.084 0.274 5.503 7.167 185










加重最小二乗法 （WLS: ウェイト= 1996年の事業所数)
変数/モデル 1234
定数項 0.0602 (8.62) a 0.0386 (5.01) a 0.0572 (8.12) a 0.0387 (5.04) a
GRPOP 0.129 (10.1) a 0.129 (10.1) a 0.136 (10.7) a 0.137 (10.8) a
WAGE -0.611E-05 (-7.85) a -0.501E-05 (-6.69) a -0.610E-05 (-7.92) a -0.489E-05 (-6.59) a
UNEMPL 0.542 (12.0) a 0.432 (10.0) a 0.562 (12.4) a 0.455 (10.5) a
UNIV 0.174 (12.1) a 0.168 (11.8) a
EXPERT 0.343 (13.3) a 0.322 (12.6) a
MYHOME -0.122E-03 (-2.11) b -0.167E-03 (-3.03) a -0.110E-03 (-1.92) c -0.173E-03 (-3.18) a
DENS 0.116E-04 (8.72) a 0.173E-04 (13.6) a 0.123E-04 (9.26) a 0.178E-04 (13.9) a
MRATIO -0.131 (-16.9) a -0.0990 (-11.9) a -0.129 (-16.7) a -0.0997 (-12.0) a
AVESIZE 0.601E-02 (17.8) a 0.592E-02 (17.6) a 0.582E-02 (17.2) a 0.571E-02 (17.0) a
SHINK 0.312E-02 (2.43) b 0.443E-02 (3.43) a
HIWAY 0.475E-02 (4.08) a 0.454E-02 (3.91) a
CIVSERV -0.440E-02 (-3.53) a -0.422E-02 (-3.41) a -0.321E-02 (-2.59) a -0.296E-02 (-2.39) b
調整済み決定係数 0.552 0.556 0.554 0.557
F値 375.6 381.9 378.0 382.7
観測数 3,037 3,038 3,037 3,038
最小二乗法（OLS）
変数/モデル 5678
定数項 0.0749 (5.24) a 0.0661 (4.38) a 0.0753 (5.29) a 0.0664 (4.41) a
GRPOP 0.130 (6.30) a 0.136 (6.77) a 0.130 (6.33) a 0.136 (6.78) a
WAGE -0.328E-05 (-2.19) b -0.203E-05 (-1.49) -0.327E-05 (-2.20) b -0.204E-05 (-1.51)
UNEMPL 0.228 (2.94) a 0.154 (2.04) b 0.226 (2.92) a 0.153 (2.03) b
UNIV 0.177 (5.40) a 0.175 (5.31) a
EXPERT 0.226 (5.25) a 0.223 (5.19) a
MYHOME -0.346E-03 (-3.24) a -0.371E-03 (-3.57) a -0.350E-03 (-3.28) a -0.372E-03 (-3.58) a
DENS 0.125E-04 (2.98) a 0.229E-04 (5.33) a 0.129E-04 (3.10) a 0.232E-04 (5.57) a
MRATIO -0.0777 (-8.02) a -0.0675 (-6.73) a -0.0774 (-7.95) a -0.0672 (-6.69) a
AVESIZE 0.445E-02 (6.34) a 0.433E-02 (6.26) a 0.441E-02 (6.25) a 0.429E-02 (6.17) a
SHINK 0.630E-02 (2.20) b 0.654E-02 (2.18) b
HIWAY 0.185E-02 (0.981) 0.224E-02 (1.19)
CIVSERV 0.573E-03 (0.425) 0.110E-03 (0.0831) 0.630E-03 (0.468) 0.195E-03 (0.147)
調整済み決定係数 0.209 0.208 0.209 0.208
F値 81.1 80.8 81.1 80.8
観測数 3,037 3,038 3,037 3,038









加重最小二乗法 （WLS: ウェイト= 1996年の事業所数)
変数/モデル 1234
定数項 0.109 (12.1) a 0.0933 (9.69) a 0.108 (12.1) a 0.0945 (9.98) a
GRPOP 0.188 (12.6) a 0.197 (13.9) a 0.190 (12.7) a 0.198 (14.0) a
WAGE -0.484E-05 (-5.77) a -0.411E-05 (-5.07) a -0.495E-05 (-5.90) a -0.412E-05 (-5.09) a
UNEMPL 0.465 (9.48) a 0.356 (7.53) a 0.464 (9.63) a 0.349 (7.52) a
UNIV 0.142 (5.65) a 0.138 (9.63) a
EXPERT 0.226 (7.08) a 0.218 (6.80) a
MYHOME -0.600E-03 (-8.61) b -0.574E-03 (-8.42) a -0.588E-03 (-8.45) a -0.577E-03 (-8.57) a
DENS 0.118E-04 (1.49) 0.325E-04 (4.42) a 0.126E-04 (1.62) 0.343E-04 (4.79) a
MRATIO -0.088 (-10.2) a -0.0751 (-8.46) a -0.0875 (-10.1) a -0.0749 (-8.44) a
AVESIZE 0.363E-02 (7.73) a 0.362E-02 (7.74) a 0.361E-02 (7.70) a 0.357E-02 (7.64) a
SHINK 0.434E-03 (0.282) 0.192E-02 (1.25)
HIWAY 0.175E-02 (1.33) 0.178E-02 (1.36)
CIVSERV -0.287E-02 (-2.22) b -0.273E-02 (-2.13) b -0.272E-02 (-2.10) b -0.264E-02 (-2.05) b
調整済み決定係数 0.493 0.496 0.493 0.496
F値 276.5 280.1 276.8 280.2
観測数 2,836 2,837 2,836 2,837
最小二乗法（OLS）
変数/モデル 5678
定数項 0.0718 (4.53) a 0.0548 (3.25) a 0.0717 (4.54) a 0.0548 (3.26) a
GRPOP 0.129 (5.61) a 0.132 (6.12) a 0.129 (5.62) a 0.132 (6.12) a
WAGE -0.366E-05 (-2.25) b -0.277E-05 (-1.86) c -0.368E-05 (-2.27) b -0.281E-05 (-1.90) c
UNEMPL 0.173 (2.16) b 0.0847 (1.11) 0.171 (2.15) b 0.0838 (1.11)
UNIV 0.171 (3.59) a 0.168 (3.48) a
EXPERT 0.224 (4.75) a 0.221 (4.68) a
MYHOME -0.288E-03 (-2.44) b -0.219E-03 (-1.81) c -0.286E-03 (-2.44) b -0.218E-03 (-1.81) c
DENS 0.113E-03 (3.70) a 0.161E-03 (5.47) a 0.116E-03 (3.81) a 0.163E-03 (5.57) a
MRATIO -0.0847 (-8.07) a -0.0775 (-7.28) a -0.0841 (-7.97) a -0.0770 (-7.20) a
AVESIZE 0.444E-02 (5.66) a 0.442E-02 (5.73) a 0.441E-02 (5.60) a 0.439E-02 (5.67) a
SHINK 0.440E-02 (1.37) 0.540E-02 (1.61)
HIWAY 0.214E-02 (1.02) 0.245E-02 (1.20)
CIVSERV 0.106E-02 (0.764) 0.103E-02 (0.742) 0.115E-03 (0.833) 0.114E-02 (0.820)
調整済み決定係数 0.170 0.172 0.170 0.172
F値 59.0 60.0 59.0 60.0
観測数 2,836 2,837 2,836 2,837













加重最小二乗法 （WLS: ウェイト= 1996年の事業所数)
変数/モデル 1234
定数項 0.0297 (1.53) 0.0155 (0.732) 0.0300 (1.52) 0.0166 (0.763)
GRPOP -0.0504 (-1.08) -0.0272 (-0.585) -0.0487 (-1.05) -0.0252 (-0.542)
WAGE -0.115E-04 (-5.31) a -0.108E-04 (-5.19) a -0.111E-04 (-5.28) a -0.102E-04 (-5.07) a
UNEMPL 0.819 (7.87) a 0.699 (6.94) a 0.821 (7.89) a 0.707 (7.02) a
UNIV 0.149 (4.08) a 0.144 (3.99) a
EXPERT 0.313 (4.12) a 0.293 (3.95) a
MYHOME -0.0167 (-1.06) -0.0251 (-1.69) c -0.0200 (-1.24) -0.0292 (-1.92) c
DENS -0.115E-04 (-2.26) b -0.530E-05 (-1.04) -0.120E-04 (-2.39) b -0.643E-05 (-1.29)
MRATIO -0.0672 (-2.74) a -0.0317 (-1.18) -0.0657 (-2.69) a -0.0320 (-1.19)
AVESIZE 0.0119 (10.3) a 0.0116 (10.2) a 0.0119 (10.3) a 0.0117 (10.1) a
SHINK 0.194E-02 (0.554) 0.336E-02 (0.943)
HIWAY -0.106E-02 (-0.255) -0.468E-03 (-0.112)
CIVSERV -0.816E-02 (-1.80) c -0.938E-02 (-2.11) b -0.727E-02 (-1.71) c -0.797E-02 (-1.90) c
調整済み決定係数 0.787 0.788 0.787 0.787
F値 69.1 69.2 68.9 68.8
観測数 185 185 185 185
最小二乗法（OLS）
変数/モデル 5678
定数項 0.0865 (2.73) a 0.0655 (1.92) c 0.0837 (2.56) a 0.0648 (1.86) c
GRPOP 0.0572 (0.909) 0.0694 (1.14) 0.0578 (0.895) 0.0689 (1.09)
WAGE -0.916E-05 (-4.39) a -0.898E-05 (-4.78) a -0.893E-05 (-4.25) a -0.863E-05 (-4.47) a
UNEMPL 0.452 (2.00) b 0.355 (1.56) 0.455 (2.01) b 0.365 (1.61)
UNIV 0.131 (2.49) b 0.122 (2.54) b
EXPERT 0.292 (2.96) a 0.262 (2.93) a
MYHOME -0.0558 (-2.79) a -0.0554 (-2.90) a -0.0567 (-2.92) a -0.0574 (-3.06) a
DENS -0.506E-05 (-0.355) 0.190E-05 (0.158) -0.540E-05 (-0.387) 0.769E-06 (0.0644)
MRATIO -0.0716 (-2.94) a -0.0457 (-1.70) c -0.0697 (-2.86) a -0.0447 (-1.71) c
AVESIZE 0.812E-02 (4.85) a 0.826E-02 (5.07) a 0.812E-02 (4.56) a 0.827E-02 (4.70) a
SHINK 0.674E-02 (1.22) 0.862E-02 (1.52)
HIWAY 0.505E-02 (1.18) 0.563E-02 (1.33)
CIVSERV -0.298E-02 (-0.720) -0.399E-02 (-1.00) -0.162E-02 (-0.369) -0.229E-02 (-0.534)
調整済み決定係数 0.696 0.702 0.695 0.700
F値 43.1 44.4 42.9 43.9
観測数 185 185 185 185








番号 都道府県 経済圏 主要都市（例） 番号 都道府県 経済圏 主要都市（例）
1 北海道 道南圏 函館、室蘭、苫小牧 47 東京都 区部センターコアエリア 千代田区、港区
2 北海道 道央圏 札幌、小樽、江別 48 東京都 区部東部・北部エリア 北区、江戸川区
3 北海道 道北圏 旭川、稚内、留萌 49 東京都 区部西部・南部エリア 練馬区、大田区
4 北海道 道東圏 帯広、釧路、根室 50 東京都 多摩東部エリア 武蔵野、調布、国分寺
5 青森県 青森圏域 青森 51 東京都 多摩中央部北エリア 立川、青梅、昭島
6 青森県 弘前圏域 弘前、五所川原 52 東京都 多摩中央部南エリア 八王子、府中、町田
7 青森県 八戸圏域 八戸、十和田 53 東京都 多摩西部エリア あきる野
8 青森県 下北圏域 むつ 54 東京都 島しょエリア
9 岩手県 盛岡地域 盛岡 55 神奈川県 京浜 横浜、川崎、横須賀
10 岩手県 岩手中部・胆江地域 水沢、花巻、北上 56 神奈川県 湘南・三浦 鎌倉、藤沢
11 岩手県 両盤・気仙地域 一関、大船渡 57 神奈川県 県央・津久井 相模原、厚木
12 岩手県 宮古・久慈地域 宮古、久慈 58 神奈川県 県西 小田原
13 宮城県 県中南部 仙台 59 新潟県 新潟地域 新潟、三条
14 宮城県 県北東部 石巻、気仙沼 60 新潟県 長岡地域 長岡、柏崎
15 宮城県 県北中西部 古川 61 新潟県 上越地域 上越
16 秋田県 県北 能代、大館 62 新潟県 佐渡地域 佐渡
17 秋田県 県央 秋田 63 富山県 富山 富山
18 秋田県 大曲・仙北 大曲 64 富山県 高岡・射水 高岡
19 秋田県 県南 横手、湯沢 65 富山県 新川 魚津
20 山形県 村山地域 山形、天童 66 富山県 砺波 砺波
21 山形県 最上地域 新庄 67 石川県 石川中央 金沢
22 山形県 置賜地域 米沢 68 石川県 南加賀 小松
23 山形県 庄内地域 酒田、鶴岡 69 石川県 中能登 七尾
24 福島県 中通り方部 福島、郡山 70 石川県 奥能登 輪島
25 福島県 会津方部 会津若松 71 福井県 福井・坂井 福井
26 福島県 浜通り方部 いわき 72 福井県 丹南 鯖江
27 茨城県 県北 日立、ひたちなか 73 福井県 奥越 大野
28 茨城県 県央 水戸 74 福井県 嶺南 敦賀
29 茨城県 鹿行 鹿嶋 75 山梨県 峡中 甲府
30 茨城県 県南 土浦、つくば 76 山梨県 峡東 山梨
31 茨城県 県西 古河、下館 77 山梨県 峡北 韮崎
32 栃木県 県北 黒磯、大田原 78 山梨県 郡内 富士吉田
33 栃木県 県央 宇都宮 79 長野県 長野・北信 長野
34 栃木県 県南 足利、小山 80 長野県 佐久・上小 上田
35 群馬県 県央 前橋、伊勢崎 81 長野県 諏訪・木曽・松本・北安 松本
36 群馬県 県東 桐生、太田 82 長野県 上伊那・飯伊 飯田
37 群馬県 県西 高崎 83 岐阜県 岐阜圏域 岐阜、各務原
38 群馬県 県北 沼田、渋川 84 岐阜県 西濃圏域 大垣
39 埼玉県 県中央 さいたま 85 岐阜県 中濃圏域 関、美濃加茂
40 埼玉県 県西部 川越、所沢 86 岐阜県 東濃圏域 多治見
41 埼玉県 県東部 草加、越谷 87 岐阜県 飛騨圏域 高山
42 埼玉県 県北部 熊谷、秩父 88 静岡県 東部 沼津、三島
43 千葉県 県中央 千葉、市原 89 静岡県 中部 静岡
44 千葉県 県東 佐倉、銚子 90 静岡県 西部 浜松
45 千葉県 県南 木更津、館山 91 愛知県 尾張地域 名古屋
46 千葉県 県西 市川、船橋 92 愛知県 西三河地域 岡崎、豊田




番号 都道府県 経済圏 主要都市（例） 番号 都道府県 経済圏 主要都市（例）
94 三重県 北勢 四日市、桑名 142 徳島県 東部圏域 徳島、鳴門
95 三重県 中勢・南勢 津、伊勢 143 徳島県 南部圏域 阿南
96 三重県 伊賀 上野 144 徳島県 西部圏域
97 三重県 紀州 尾鷲 145 香川県 東讃地域 高松
98 滋賀県 湖南 大津、草津 146 香川県 西讃地域 丸亀、坂出
99 滋賀県 湖東 彦根 147 愛媛県 松山圏域 松山
100 滋賀県 湖北 長浜 148 愛媛県 新居浜・西条・宇摩圏域 新居浜、西条
101 滋賀県 湖西 149 愛媛県 今治圏域 今治
102 京都府 北部 福知山、舞鶴 150 愛媛県 宇和島・八幡浜・大州圏域 宇和島
103 京都府 中部 亀岡 151 高知県 安芸地域 室戸、安芸
104 京都府 京都・乙訓 京都、長岡京 152 高知県 高知中央・高吾・土長地域 高知
105 京都府 南部 宇治 153 高知県 高幡地域 須崎
106 大阪府 大阪市地域 大阪 154 高知県 幡多地域 中村、宿毛
107 大阪府 北大阪地域 高槻、池田 155 福岡県 福岡地域 福岡
108 大阪府 東大阪地域 枚方、寝屋川 156 福岡県 北九州地域 北九州
109 大阪府 南河内地域 富田林、河内長野 157 福岡県 筑豊地域 直方、飯塚
110 大阪府 泉州地域 堺、岸和田 158 福岡県 筑後地域 大牟田、久留米
111 兵庫県 神戸市 神戸 159 佐賀県 佐城 佐賀
112 兵庫県 阪神地域 尼崎、西宮 160 佐賀県 三神 鳥栖
113 兵庫県 東播磨地域 明石、加古川 161 佐賀県 東松 唐津
114 兵庫県 西播磨地域 姫路、赤穂 162 佐賀県 西杵藤 伊万里
115 兵庫県 但馬・丹波地域 豊岡、篠山 163 長崎県 長崎地域 長崎
116 兵庫県 淡路地域 洲本 164 長崎県 県央・島原地域 諫早、大村
117 奈良県 北和圏 奈良、生駒 165 長崎県 県北地域 佐世保
118 奈良県 中和圏 橿原 166 長崎県 離島地域 福江
119 奈良県 東和圏 桜井 167 熊本県 熊本中央地域 熊本
120 奈良県 南和圏 五條 168 熊本県 県北地域 山鹿、菊池
121 和歌山県 和歌山 和歌山 169 熊本県 県南地域 八代
122 和歌山県 橋本 橋本 170 熊本県 天草地域 本渡、牛深
123 和歌山県 御坊・有田 有田、御坊 171 大分県 別杵国東・大分臼津地域 大分、別府
124 和歌山県 田辺 田辺 172 大分県 県南・大野直入地域 佐伯
125 和歌山県 新宮 新宮 173 大分県 県北・日田玖珠地域 中津、宇佐
126 鳥取県 東部 鳥取 174 宮崎県 県央 宮崎
127 鳥取県 中部 倉吉 175 宮崎県 県南 都城
128 鳥取県 西部 米子 176 宮崎県 県北 延岡
129 島根県 出雲地域 松江、出雲 177 鹿児島県 鹿児島・南薩地域 鹿児島、指宿
130 島根県 石見地域 益田 178 鹿児島県 北薩地域 川内
131 島根県 隠岐地域 179 鹿児島県 始良・伊佐地域 国分
132 岡山県 岡山 岡山、倉敷 180 鹿児島県 大隈地域 鹿屋
133 岡山県 備中 笠岡 181 鹿児島県 奄美・熊毛地域 名瀬、西之表
134 岡山県 美作 津山 182 沖縄県 中南部 那覇
135 広島県 広島 広島、呉 183 沖縄県 北部 名護
136 広島県 備後 福山、尾道 184 沖縄県 宮古 平良
137 広島県 備北 三次 185 沖縄県 八重山 石垣
138 山口県 岩国・柳井地域 岩国
139 山口県 周南地域 周南（徳山） 総務省「2002年全国物価統計調査報告」より作成。
140 山口県 山口・防府・萩地域 山口、萩
141 山口県 下関・宇部・長門地域 下関、宇部